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1. はじめに

日本の海外直核投資は1985年のプラザ合意以後から本格化し、Ll本経済のバブルが崩壊する

1990年までその金額は着実に増大した その後、 LI本は長ヲ|く不況に突入し、対外直接投資は以

前と比較すると不活発になっている。しかし、Il本の対欧直接投資は引き続き堅調さを示し、そ

の中でも対英直接投資は重要な位置を占めている。また、業種別には1980年代に活発化した製造

業への投資と共に、金融・保険、不動産業、商業への投資も継続して行なわれてきた

1970年以降の日本の対外直接投資は「第3の波jと捉えられ (Myers[1996])、研究者、政府、

ビジネス界など多方面から多くの注目を浴びてきたっ対欧、対英直接投資に関しでも、リーン生

産方式といった革新的な生産技術を伴なった製造業投資についての多数の記述・分析が存在する。

だが、戦後から徐々に進展してきた商業や金融業投資に関する研究は意外に少なl¥ I )。

この論文では、 1997年度の英国における 6大総合商社の経済活動を分析対象として取り上げる

ことにより、商業や金融業投資を含んだ対欧・対英直接投資と貿易活動の特徴を明らかにしたい

1) 筆者が行なった H本の対i枚直接投資ならびに対英jf~r接投資に|主!する文献のサーベイを参照 (Kurihara， [2001aJ)。
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先ず、 1980年代後半以降I1本からの11な接投資が増大したヨーロッパ、なかでもヨーロッパの中で

は民大の投資先である英i司への|直探投資の特徴をlリjらかにしたい。次に、第二次世界大戦以後、

円本の海外直接投資の再開と共に開始された総合商社の投資活動を、 1997年度の対英投資を事例

としてその特色を指摘したい。さらに、総合商社の英国での貿易活動の特徴を把握し、直接投資

の持つ意義と組織形態の相異をも解JIJjしたい。

2. f f本の対英前:接投資の特徴

表 lは[j本の海外l白:1妾投資額引について1989年度から1998年度まで日本の財務省 ([[1大蔵省)

のkliH'，ベースを基に示したものである。 1989年11本の対外l直接投資額は 9兆339億円で、そのうち

21.8%に当たる l兆9，727億円が対欧lf(接投資額で、あった c 日本のバブル崩壊以後も、 1990年度か

ら1993年度にかけて対欧直接投資は、対外l直接投資額の20%台を占めていた一対英l直接投資の第1

の特徴は、ヨーロッパ向けの中でも英IEI向けが 3割から 4割に達し、 1986年度以降1998年度まで

対欧直接投資の中で最大であった。特に、 1998年度の対英直接投資額は l兆2，522億川で、日本の

対問;直接投資額の69.8%、世界全体への直接投資額の24.0%を占めるに至った。また、表 lから対

英 l~j:1妾投資額は、第 2 位以ドのオランダ、 ドイツ、フランスへの投資額と比較してもかなり大き

いことが読み取れる。

表 l 日本の対外直接投資事[ (h~出ベース)

(lilf，'[位1'1、以)

今度 アメリカ介衆|司 ヨーロソハ 英川 オフンダ ドイツ フランス j1tWi'fI;1 

1989 43.691 48.4 19.727 21.8 6，989 7.7 6.1);，9 1.438 1.505 90.339 

1990 38.402 46.0 20.975 25.1 9.959 11.9 4.064 1.811 1.841 日:1.527

1991 24.671 43.4 12.832 22.1; 4.945 8.7 2.674 1.519 1.117 5抗862

1992 17.993 40.6 札176 "0.7 3.85:1 8.7 1.867 998 586 44.313 

1993 16.936 40.8 9.204 ~2.2 2.94抗 7.1 2.488 お84 乱36 41.514 

1994 l札016 42.1 6.525 15.2 2.259 5.3 1.098 761 4:18 42.80自

1995 21.845 44.1 8.281 16.7 3.:132 6.7 1.439 530 1.561 49.568 

1996 24.789 45.8 8.:，05 15.4 3.873 7.2 1.238 643 566 54.094 

1997 25.486 38.5 1:l.749 20.8 5.054 7.6 4.043 898 2.130 66.229 

1998 13.207 25.3 17.937 34.4 12.522 24.0 2.711 708 666 52.Hi9 

1951-1998 377.84日 39.8 183.844 194 75.356 7.9 37.613 15.033 14.514 948.612 

資料: 太純計 119971. r!!t政金制時九，1111皆川.No.548.および[1附91.r!!t政金融統，11'11骨iJ. NO.572 

第2の特徴は、金融部門への直接投資が大きな比重を占め、製造業部門への投資は2割弱であ

る。 表2は1989年度から1998年度までの日本の対英直接投資額を業種別にみたものである c 1951 

2) 人ー純計[1995]， r!!i政念日Yl統計月報j.第524けまでは、対外l白掠投資がusドル鐙てで公表されてきた。しかし、 1996年から
対外的J主役資は川illてのみの公表となったため、大蔵省[1997]， r財政金融統計月耗u. ~\548りからは 1'1佳ての殺害が公表さ

れている。それゆえ、一貫性をもたせるため、この論文では公表されている1989年以降の川住ての数字で論じている。
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1997i!'の英1EIにおける6大総合向社の経済活動

年度から1998年度までの対英直接投資累計頼7兆5，356億円のうち、全体の48.3%に当たる 3兆

6，432億円は金融・保険業向けであったf 特に、 1998年度には金融・保険部門へ l兆648億円とい

う巨額の投資がなされた l、引き続き累計額をみると、不動産業へは8，911億円(全体の11.8%)が、

商業へは6，402億円(同8.5%)が投資されている 製造業へは、全体の17.7%に当たる 1:J ~3 ，318f意

円の投資があり、その中では、電機向けへの5，200億円(friJ6.9%)および自動車製造のための輸送

機向けへの3，098億円 (4.1%)が主な投資であった。

表2 日本の業種別対英jo:接投資額(Jr1I出ベース)

(iFj¥'i 位1'1.%)

1揖9 l:l~O lmn 1992 1~93 1994 1~95 1996 1997 目的8 1951.1998 

製造;(

立料 制3 :~5 13 o 14 {古 5 133 3 73 495 0.7 

繊維 13 224 41 43 19 2 4 4:20 0.6 

木村ーハJC7 事
“ 11 0.0 

{ヒヲー 84 68 21 Hi 10 54 330 17G 144 日) 1.021 1.4 

鉄 JI鉄 15 》ワ 13 '27 :;0 7 13 21 16 275 0.4 

機同 471 99 19.1 24 6! 27 169 117 131 163 1，78日 2.4 

l電機 459 1，729 249 201 281 討2 18:， 623 214 421 5.200 6.9 

秘送機 369 673 571 288 144 16-1 38 402 73 51 1.098 4.1 

そのf由 98 l(巴 1:~ :i C，8 38 15 72 103 80 45 1.019 1.4 

小品i 1，59G 2，9:i2 l止38 6Gli 580 431 834 1 ，57~ (i(口 818 13，318 17.7 

l毘林業 9 3 16 0.0 

活".1くl平ffi 。 o o 。 ワ 。。
1弘主 リ 15 10 lK1 2.i :12 メi 38 2.917 3.9 

住投:!R 15 4 183 w 262 0.3 

尚tI! 450 Hl 792 284 54fi 49';" 九77 6-17 176 269 民402 8.:> 

金融保険 3.361 3.100 I、233 ミ)50 9:21 印刷 1.336 1.306 3，373 lOJi4R 36，4 :~2 48.:3 

サピス主 320 3311 31辺 552 237 134 100 68 9ろ 455 2.962 3.9 

運輸主 3G 18 20 よ2 2 3 71 45 263 20 :i46 。7
不動産業 1，124 :':，611 1.1O!i 1，100 470 89 40S 174 394 27占 札911 11.8 

その他 2，384 3.2 

小" 5，316 6.494 3.527 3，110 2.3GU 1，82討 2，49日 :':，291 4，386 11.703 60.832 80.7 

支111; I7 )13 H的 76 G 2 4 3 1，H;9 1.6 

司、Ji/)咋 37 0.0 

作，;1 6，989 仏959 4，9'1日 3，853 2.946 2，三59 3，332 3，873 5，054 12':)22 75，356 100.0 

資料 k故合 [1m庁]， ，!!1政金剛!統計11骨1)，Nυ548，およひ 119019]， fl!l政主融統，11'11軒目、 N"ロ72

英国はアメリカや日本などEU域外からの対欧州直接投資の受け入れ拠点としての役割を果たし

ている(岩凹健治[2001b]，p.298)"1993年のヨーロッパ単一市場の形成に向けて、 EC市場の「要

塞化jを懸念した日本企業は、域内に拠点、を構築し、なかでも在欧拠点の多くが英国に立地した乙

1986年に英国で実施された「ビッグ・パン」に始まる金融の規制緩和と円高を背景に、日本の

金融機関はロンドンやニューヨークを始めとする欧米の各都市で、更なる業務の拡大を図ったτ

なかでもシティを有するロンドンは、国際金融センターの地位を不動のものとしており、外国の

金融機関の支屈、子会社、駐在事務所が集中している(ディッケン[2001]， pp. 541-543，岩田健治

[2001a]， pp. 196-198)， 1990年代の長ヲ|く不況により、I-l系企業には海外拠点の見直しをはかり、

欧州内の拠点、を英国に集約化する動きがみられた。

特に、銀行・証券などの金融機関や商社の一部は、欧州、|の各支屈を閉鎖しロンドンに業務
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を集約、またロンドンに新たに欧州統括会社を設問し、欧州、|の各支屈を新統括会社の支自

に改編するなど機権改革を行っている。集約化の一方で、、 98年から99年にかけて、地方銀

行を中心に金融機関の多くが海外業務の見直しによりロンドンから撤退するなどの事例も

ある(日本貿易振興会[2000]，pp.251-252)。

製造業向け直接投資の主要なlJ的は、統一市場形成の動きの中で域内に生産拠点を構築、貿易

摩擦の回避や1985年以降のIIJ日の影響を軽減することにあった。家庭問電子機器メーカーは、域

内市場における販売数量規制という保護主義的措置に直面し、貿易障壁を飛び越えるため北米や

西欧に生産施設を設立した、なかでも、 H 本のテレビメーカーは、欧州の中では英国に生注[J:~

を多く持っている。 1974年にIJ本企業として最初に英["E]にテレビ工場を設置したのはソニーであ

り、 1976年には松ドが進出している。 1980年代には、 主要市場である英国とドイツでVTR工場の

開設ラ、ソシュが起こった(ディッケン[2001]，pp. 493-494)。

1980年代半ばには、日本の半導体企業の英国への進出がみられ、 NECがスコットランドに大規

模工場を、信越半導体はliiJじくスコットランドにシリコン製造1:場を設置したー 1989年富士通は、

イングランド北東部に l億ドルの半導体工場を建設する決定をし(ディッケン [2001]， pp. 488)、

ここは中核的な生産拠点となっていた。しかし、アジアの不況の影響と半導体価格の低迷により、

1998年シーメンスと富士通は工場を閉鎖した(1-1:1村踊志，日999]，p. 168)。

白動車メーカーは1980年代初期から北米や欧州、!の各lLlと貿易摩際が生じ、輸出の自主規制をlχ|

らなければならなかった。このため、 1980年代前半には北米へ、 1980年代後半にはヨーロッパへ

その生産工場を設立するために、巨額の投資を行なった。日産は1986年英国のサンダーランドに、

ホンダは1991年英国のスウインドンに、 トヨタは1992年英国のパーナストンにそれぞれ自動車の

お1立工場を設立した。 1995年には三菱自動車がボルボおよびオランダ政府との合弁で、オランダ

に生産工場を設立した。

自動車メーカーは事の組立工場のみならず、エンジン工場も設立した。また、それぞれ現在の

北米白由貿易協定 (NAFTA)やヨーロッパ連合 (EU)の現地調達率を満たすために、 11本の自

動車部品メーカーの北米や英同への進出も目立っている。

英国の投資環境の卓越性は、 i二記のシティの優位性(多様な資金調達が可能)の他に、日本企

業にとってなじみのある英語闘であること、英国政府が積極的な外資融資政策を打ち出している

こと、政府の規制が少ないこと、企業税も個人税も安いこと、賃金がドイツの 6割と安いこと、

労働・雇用慣行が外資にとって有利なこと、情報関連を含めてインフラストラクチャーが整って

いることなどが挙げられる。問題として指摘される点は、英l玉|が通貨統合に参加していないこと

である。このため、在英の日系企業はポンド対ユーロの為替のリスクを負っている(中村靖

志，[1999]，pp. 162-165，久保広IE[2001]， p.365)。
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以上のように、日本の金融機関やメーカーは英国を欧州の拠点、として位置付け、ここを中心に

サービス網や生産枠lを構築してきた。;欠の節では、商社がどのような投資活動を行なっているか

を明らかにしたい。

3. 総合商社の対英直接投資

表3は1997年度の6大総合商社による対英l直接投資残高けを業種別に示したものである 6社の

対英投資件数は92件、投資残高総額は 8i.君、9，449万ポンドであった そのうち最大の投資部門は商

業向けであり、全体の59.7%に当たる 5倍3，378万ポンドに達した、このうち、商社の欧州法人な

らびに英国現地法人の資本金が 4倍6，635万ポンド(全体の52.1%)で、商業向け投資額の87.4%

を占めるものであったハ次に、金融・保険部門への投資残高が 2億3，008万ポンド(全体の

25.7%)、不動産業への投資残高が9，941万ポンド(11.1%)であった。製造業部門への投資は僅少

で、わずか1，817万ポンド (2.0%)でしかなかった。

表 3 1997年度総合商社の対英直接投資額

(lP.I;': Jii、ンド，百)
一芸II~ιj> 1i:JくiI官'j> 1)'1能!J.~lf~j'jf h手l 二JI物J可: liJl引'UI {YJil-

12:資1'1数 18 10 25 14 20 5 92 

製造業

食料 40 40 。。
鉄・JI欽 39 40 l制) 239 0.3 

機械 持 255 263 0.3 

輸送機 418 16 434 0.5 

その他 430 ¥(iO 102 149 841 0.9 

小，;1 469 Hiお :197 567 40 176 1，817 2.0 

'il ðf~ Jt~ 。 。 。。
11官業 15，070 13乃9s 8，09i) 4.735 6，46:3 5，420 53，378 59.7 

(旦』地法人の資本金) 13，987 11.455 7，230 土609 4，934 5，420 46，li35 52.1 

:tl古J:・保険 9，099 札273 1，9内抗 1，327 915 1，408 23，008 25.7 

サービスj{i 11 200 965 。 1，176 L3 

運輸1; 20 30 20 :;9 129 IU 

ィ、.. J}I'C!i 5，000 止941 2，000 9，941 ILl 

0ril 29，649 24，977 10，698 9，624 7町438 7，062 89，449 I伐).0

資料 rj丑刊 ~in市f消 .ihj外進 H1l íf:1i総l(i 1仰8] ，第百4R2~} 、 l中J8{1.411111

3) この役資残高には、以前投資が行なわれていたが、その í~，調査11寺点までに拍\J.足した'11"業のJ走資金書!íは含まれていない。また、

この投資残高には 11本の6大総介l商社の1;[資傾およびその f会社(欧州法人や英[E[現地法人他)の段資飯が合まれているコ

なお、筆者は1999年ロンドンの6大総介Il"-it-[欧州本的で、各ネi毎のjrl1喜投資、売 J.高、組織形態について聞き取り 3淵査を

行なった。この)，'，tは各社毎の初出のi主に記j~X しているが、本文中の引ffIとしては長くなるため割愛しである。

4) 1999年31J3 Ll、ロンドンにて欧plIJ中東三菱I商事会社、村長ft、投資・審査担、可、高木')'1;幸氏、ならびに同、社長付、人事総
務担当、藤凶淑氏からの聞き取り:約査c

103 



各社を個別にみてみると、三菱商事 1)の投資件数は18件であったが、金額的には6社の中で最

大の 2億9，649万ポンドであったれなかでも、欧阿中東三菱商事(資本金 l億1，335万ポンド)と英

同三菱商事 ([~Î12 ，652万ポンド)の資本金合計の l 億3，987万ポンドが際立っている 欧阿中東三菱

商事は、殴州、アフリカ、中東を管轄下とし、大手商社の中では最も広い簡J或をカバーしている

(rブレーンズj， No. 1312， p. 1)り金融・保険部門への9，099万ポンドは、証券投資業務を遂行する
Mitsubishi Corporation Finance Plc.(資本金5，475万ポンド)、運輸保険のブローカー業のDiamond

Insurance Service (Europe) Ltd. (同3，000万ポンド)、メタル・ディーラーおよびブローカー業の

Triland Metals Ltd. (同893万ポンド)の資本金に当たる o Mitsubishi Corporation Financeは超優良企

業で、 1997年は税引き前利益が40億円 uブレーンズj， No. 1312司 p.2)、1998年は25億円の税引き
前利益があった (rブレーンズj， No. 1357， p. 2)。英国では有名な食品問屋Princes Ltd. (資本金

925万ポンド)も、業績のよい会社である。

住友商事 5)は三菱商事と似た投資パターンを示し、三菱商事に次いで商業向け投資(1 億3，595

7iポンド)が多く、欧州住友商事 (7，115万ポンド)と英国住友商事 (4，340万ポンド)の資本金合

I億1，455万ポンドであったυSummitAgro Europe Ltd. (資本金1，221万ポンド)は欧州における農

薬版売会社の持株会社であり、 SummitMotors Investment (U.K.) Ltd.(919万ポンド)はフォード車

販売会社の持株会社であり、双方とも実質は商業向け投資である r また、金融業向け投資は

Sumitomo Corporation Capital Europe Plc.の資本金8，273万ポンドを表わしており、この会社の業績

は、資金運用益の確保により好調である uブレーンズj，No. 1356， p. 5).不動産業は、オフィス
ビ)!--の保有・管理業のVintners' Place Ltd.の資本金の50%の2，941万ポンドを示している。

伊藤忠商事6)は投資件数が25件と 6社中最も多いが、投資残高では第 3位の I億698万ポンドで

あった 商業向け投資のうち、伊藤忠欧州会社の資本金7，230万ポンドが目立っている《伊藤忠欧

州会社は、中殴を含む欧州と北アフ 1)カを統括している 金融・保険向けの1，986万ポンドのうち、

金融・証券取引を行なうItochuFinance (Europe) Plc.の資本金は1，387万ポンドである G 業績のよ

L、会社には、マツダ車の輸入・卸売りを行なっているMCL Group Ltd.がある。また、中古車の

卸売り販売会社AutomotiveGroup Ltd.も、中古車購入時に税制面で優遇されるため好成績を上げ

ている Stapleton's (Tire Services) Ltd.は中国やインドの安価なタイヤの輸入販売を行なっており、

この会社も好調で、ある (Wブレーンズj. No. 1312， p. 6)。自動車関連以外の好調な会社としては、

Prominent Apparel (Europe) Ltd.がある (fブレーンズj，No. 1356， p. 7) 

丸紅"の投資件数は14件で、投資残高は9，624万ポンドであった〔商業向け投資が4，735万ポンド

5) 1999年 3 f! 4日、ロンドンにて欧州住友商事会社、管Jf~高官投資事業謀、員11課長、武Hl宗久氏からの聞き取り l調査o

6) 1999年2fJ26日、ロンドンにて伊藤忠欧州会社、副社長、若林洋氏からの聞き取り謝針。

7) 1999年3J J 2 /1、ロンドンにて丸紅欧州会社、企[flliチーム長、北哲氏、ならびに人事・総務・法務・審査グル プ審盆課長、

小野信氏からの聞き取り謝夜。
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で、このうち3，609万ポンドは199811二4] 1 丸紅刻E]会社を改称した丸紅欧州会社の資本金を表わし

ている。 1997年、 Marubeni1nternational Finance PIc.(資本金1，310万ポンド)，立、デリパティブ商

品の取引が順調で好業績を上げ uブレーンズj， No. 1311， p. 7)、1998年にはクボタとの合弁会
社Kubota(U.K.) Ltd. (丸紅は資本金200万ポンドの40%を出資)による農業機械の販売が良好であ

った (fブレーンズj， No. 1357， p. 3L II!aff-とも、オランダに持株本社があるため表3の投資残高

に計上されていなL、AgrovistaB.V.の英]"1子会社の売上も順調であった。

三J!宇物産川の投資件数は20件と伊藤忠11学長に次いで多いが、投資残!日jは7，438万ポンドであった。

このうち、商業投資が6，463hポンドで、そのうち4，9347iポンドが欧州二月ム物産と英国三井物産の

それぞれの資本金5lIポンドと4，929万ポンドの合計である。欧州、|三n物践は 6大総合商社の111で
は抜群の業績をあげている (rブレーンズj， No. 1356， pp. 1-2)。この外の好調な会社には、
Arcadia Petroleum Ltd. (資本金304万ポン lつがあり、北海以iltlやアフリカ原油、石油製品の現物

および先物取引を行なって、かなり大きな利益をあげている uブレーンズj， No. 1311， p. 3)"ま
た、ヤマハ発動機との合弁会社YamahaMotor (UK) Ltd. (資本金240万ポンド)も好調であり、ヤ

マハのオートパイの輸入!lIl売を行なっている。ロンドン金属取引所 (1ρndonMetal Exchange)で

先物取引を行なっているMitsuiBussan Commoc1ities Ltd.の資本金は913)jポンドである。

I1 尚{~:.井川は投資件数5f'!:、投資残高は7 ， 062)jポンドと、 (ìtl の '1 1 では件数ならびに残高では

段も少なかった c 商業l付け投資5，420)jポンドは、日商岩井欧州会社の資本金を表わしている。ま

た、金融・保険向け投資の1，408);ポンドは、銀行業、証券業を|涼くその他の金融業を営んで、いる

Nissho 1wai 1nternational Finance PIc.の資本金を示している。

以上の商社の投資1¥ターンをまとめると、 6社とも英国を除外|の拠点として位置付け、ロンド

ンに欧州会社の本屈を置いていることがわかるこまた、三菱商事、住友R'7j事、三井物産のように

欧州会社とは別に英国現地法人を併設している商社もあれば、 fj~JÍ葉忠商一事、よä;工、日商岩井のよ

うに英国会社と欧州会社が別会社になっていない商社もある。会社組織仁の違L、はあるにせよ、

英[司会社が欧州会社の傘ドにあることは、 G社に共通している。

次に、シティを有するロンドンにおいて、商社は中心となる貿易業と共に、証券取引、運輸保

険、ロンドン金属取引所での現物・先物取引など幅広い商業・金融保険業を営んで、いることが特

色として挙げられる これは、ロンドンというtIt界の金融センターのIjl心地における経済活動だ

からこそ可能なのである。

投資面ーからみた英国および欧州三井物産の資本金は他の商社と比較すると大きいものではない

8) 1999'1'-3111111、ロンドンにて欧州三JI物1来事長式会打、持11;1三!I物路株式会れ、ダイレクヲー (!!j{'J5 .終flll・2普査担"3)、安
川定之氏、ならびにいl、業務郎、寸'ìl\木舟:史氏からのIlH き i絞り ，\h~*。

9) 1999年3 J1 511 、ロンドンにて 11 尚行 JW');~仲|会村、 l炊 plll'l' 東企 [i!li業務者、志f'iI J暢之氏からの11¥1きlixり調1l:。
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が、それぞれ業績は一番である仁この論文では商社の対英直接投資に焦点を当てており、商社の

対欧直接投資については論述していない。殴州三井物産の売上高が多いことは、 1997年度の欧州

への総投資額の多さ川、および前述の製造業向け投資が多いことから説明されると考えられる。

商社による対欧直接投資については次の稿に譲るとして、ここでは以下の節で、各商社の商業活

動を売上高と組織編成の特徴から検証してみたい。

4. 総合商社の欧州での売上高

表4は1997年度、表 5は1998年度の欧州における総合商社の売上高を示している。表 5は1998

年度と新しい年度の売上高を示しているものの、丸紅と f1商岩井が決算期を 3月から12月に変更

したため、 9ヶ月分の売上高しか計上されていない。また、 1998年度から丸紅が国別の売上高を公

表していないため、ここでは表4の1997年度の売上高をもとに、議論を展開したいι

6社に共通することは、欧州での最大の売上高をほこっているのは英国(会社)であるという

事実である。第 2位の売上高が計上されているのは、三井物産、丸紅、伊藤忠商事、三菱商事の4

社がドイツで、日商岩井と住友商事の 2社はフランスである。第3位の売上高は、三井物産、伊藤

忠商事、三菱商事の3社がイタリアで、日商岩井と住友商事の2社はドイツ、丸紅はベルギーであ

げている l 欧州の中でも、商社の営業活動は英国、 ドイツ、フランス、イタリア、ベルギーが中

心であることが明らかである。

表4 1997年欧州、|における総合商社の売上高

iU) tl車工のその他:，Utl仕797臼吉1'1とJ、ンガリ-4Gf在1'1の丹.il'主出fn:ある
2) i!'，臨忠商'1>のその他は.オースiリア175億1'1とスイス47億円lの{7tH金制であるU
資料 『ブレーンス'j 119991. N".1312， p. 9 

10) 1997年度の欧州への総投資額は、三井物産が494f.き1'1、.hk:Iが434億円、伊藤忠商事が300億1'1、三菱商事が204億円、住友
商事が130億円、 111荷お井が73億円であった aブレーンズj，No. 1312， p. 8)。
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表5 1998年欧州における総合商社の売上高

1伊藤忠l同・1.

汁1) lLキ!と11尚('U十は決砕吋IUIの主:'1!により9γIliH'
2) '.JI物1ヰ斗その他:iJlX州一)1物11(0)印佐川を'1、4
3) 1)11/，事1ι11句1'"'ベルギー:主英|川111JU事1ど尚，"山主)，1;<.1)記|品在'1、す

1) 1111控.'J.'，)t;看'1'のその他1iオースlリアの7位1'1とスイスω4Iul'!ω('i"，;!-:t初である
代料 [7しンズj 12α∞J.Nυ1357， p. 8 

(iii.f，'f; (0，]I[) 

6社の1{1では、欧州三井物注の先 I".?r7iが1997年度、 1998年度と 1兆[IJをy也え、第2位の商社の 2

倍以上の売上高となっている。また、英|司会社の売上高にもこの傾向はみられる 表3でみた英国

における投資残高では三井物産の金額は、相対的に大きいものではなかった。しかし、欧州三井

物産は6社の中では抜群の収益をあげており、その理由を『ブレーンズjは優良な事業会社に数

多く、しかも製造業に集中して投資しているからだと指摘している (rブレーンズ.1， No. 1356， p. 

3)。製造業投資の場合、商社はメーカーへの原料調達から製造、そしてその製品の販売と、一貫

した物流に関わることができるからである。

欧州における三井物産の投資会社のうち表3に含まれていないものとして、次のようなものが

ある。ポルトガルの塩化ヒ守ニル・パイフ。の製造会社Ciresは信越化学との合弁会社で、設立後{まぽ

40年になる。オランダには化学品会社PlaIloyがあり、ベンツやプジョウーなど自動車のパンパ一

向けコンパウンドを製造販売している。東レとの合弁会社AIcantarahaii，イタリアの人工皮革の

製造販売会社である c 人工皮革は丈夫で汚れにくいという利点が受け、先のPlaIloyと同様にベン

ツやプジョーの自動車問のシート向けに需要が年々高まっている (fブレーンズ.1， No. 1311， p. 3， 

および、No.1356， p. 3)。これらの会社は、いずれも欧州三井物産の売上高に貢献している。

英国三井物産の1997年度の売上日はl兆2，100億円で、主な11Jl口は非鉄7，900億円、機械2，300億円、

石油・ガス550億円、食料550億円であった。 JI:鉄はアルミ・銅の取引で、機械は船舶、自動車、

産業機械、プラントなどで、船舶とプラントは外l王|間取引が中心である c 石油は前述のArcadiaの

売上が計上されているニまた、食料はコーヒーや砂糖などの外国|剤取引が多く uブレーンズJ
No. 1311， p. 2)、こうした外[t]間取引が多いのもシティや商品取引所を持つロンドンならではの経

済活動である=

日商岩井の欧州会社の売上高は6，630億円、英国会社の売上高は3，900億円であった。英国会社の

売上の内訳は、機械1 ，820億円、 ~Iê鉄910[.意円、燃料520億円で、機械が大半を占める c 非鉄は中東

で精錬したアルミを日本向けに輸出する形態が中心で、燃料は原れ11• fiilIl製品の外国間トレード

が主なものである uブレーンズ.1，No. 1312， p. 3)。
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丸紅の欧州、18法人合計の売上高は6，630億円、英国法人の売 k高は2，382億円であった~丸紅の欧

州における投資会社の中では、自動車関連会社が好調で、ベルギーとルクセンブルクにおける fJ

産車の卸売会社NissanBelgiumは、その市場がポーランド、北巨大、バルト 3国、ロシアにまで広

がり、欧州での日産車販売の10%のシェアを持っている uブレーンズ.1，No. 1311， p. 6)。英国会
社の主力商品は、機械 (770億円)、エネルギー (748億円)、金属 (527億円)である c 機械は中古

船の外国間取引や、発電所向けの融資案件が含まれる。ロールスロイスと航空機エンジンの開発

にも参加している。エネルギーは船舶用燃料油や、 u本製航空機燃料の外国間取引がある。金属

は欧州企業向け日本製パイプや、非鉄軽金属の外国間取引が中心である uブレーンズ.1，No. 
1311， p. 4)。

住友商事の欧州 7 法人合計の売 l~高は6，387f君、円で、英国法人の売上高は4， 190億円であったc 英

国会社の売上高に、機械プラント9，230億円、非鉄金属876億円、石油693億円が貢献している c プ

ラントは、殴州メーカーの機械をアジアに輸出する外国間貿易が多い 非鉄はロンドン金属市場

での銅と金の取引が主体で、石油は石油トレーダーとの売買が中心である(rブレーンズ.1，No. 
1311， p. 4)一

伊藤忠商事の欧州、18法人合計の売上高は5，758億円で、英国会社の売上高は2，943億円であった、

英国会社の商品別内訳は、金属1，076億円、機械717億円、生活産業689億円であった。金属は北海

油田向けのパイプが多く、他に中央アジアやアルジエリア向けもある」機械はマツダ車や建設機

械の日本からの輸入、生活産業は大豆や砂糖などの外国間取引が中心である(fブレーンズ.1，No. 

1312， p. 5)。

三菱商事の欧州、17法人の売上高は5，229億円で、英国法人の売上高は2，468億円であった、英国会

社の売上の中で、金属が1，297億円、機械603億円、生活産業が269億円と、金属が大半を占める c

1997年度は円安であったため、北海油田向けのパイプの取引が好調で、それが金属の高金額につ

ながっている また、機械の売上高のほぼ半分は、三菱自動車工業の自動車の売上である uブレ
ーンス:.1，No. 1312， pp. 1-2)。

表6は、 1997年度の4大総合商社の英国における売上高の構成比を示したものである。丸紅は日

本からの輸入額は総売上高の9.5%、日本への輸出額は僅か2.2.%しかなく、残りの88.3%は英国で

の売上高および外国間取引の売上高であるハ三菱商事も H本からの輸入額は7.9%、日本への輸出

額は28.3%で、英国内での取引および外国間取引が63.8%を占めている，三井物産は日本からの輸

入が16.7%、日本への輸出が10.0%、英国内・外国間取引が73.3%になっている。 4社の中では伊

藤忠商事が日本との貿易比率が大きく、輸入が28.3%、輸出が24.5%、英国内・外国間取引が

47.2%であった。
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表G 1997年英[EIにおける総合商社の売 L高の構成比
(%) 

~n~勿!定 )L中| fJl，j会JJ_'..!{百'Ji- 二菱肉 'J~

11本からの紛人知 16.7 9.5 28.3 7.9 

ll+:への'l¥iiill'，白ii 10.0 2.2 24.5 28.2 

外11、|間取引の}t:._!-_if:j 73.3 88.3 47.2 63.8 

{t~1 100.0 100.0 100.0 100.0 

iU) 外IEIIIIJL以づ|の先Lr¥:Jの'1'(こは、英1"11人ll(iUJ1、英11'1と第311'1、および2113IEIIIIJ取引の売 1.，¥与を合む。

資料: 総合商社での聞き取り品i伐による。

商社の欧州、英国での貿易パターンの特徴を挙げると、外同間取引が多く、日本からの輸入や

日本への輸出の金額が相対的に少ないことが挙げられるむカナダにおける総合商社が日加問貿易

が大部分を占めているのに!乏し、アメリカでの総合商社はアメリカ[:E]内および外国間取引が4割か

ら7割弱と多いことが以前の研究で明らかにされた (Kurihara[2001 b]， p. 25)一英国での商社活動

はアメリカと比較しでも、 5書IJ弱から9割弱とそれ以上に日本を経山しない英国内での取引や外国

間取引が多いのが特徴となっていることが解l切された。

また、ロンドン金属取引所などでの制、アルミといった非金属の売上が大きいことも特徴のー

っとなっている 欧州三井物産のように、長年にわたる慢良な製造業部門の投資会社を多く保有

する商社は、原料から製品販売まで一貫して関与するため、大きな収益につながっている また、

日本車の販売に関与した場合も同線に大きな売上高になっている。

5. 総合商社の欧州、|で、の組織形態

最後に、各商社の組織形態の特色を I~l らかにし、それが売上高とどのように結びついているか

について論述してみたい ここでは、組織形態に特徴的な欧州三井物産と伊藤忠欧州会社を中心

に説明を試みたい。

1999年 1月欧州の単一通貨ユーロが導入され、 2002年 1J
C

]の市場での流通以前から企業の決済

手段として使用されてきた。英国はユーロには参加していないが、商社は欧州での経営を一体化

する戦略をたて、それを受けて欧州の大幅な組織・機構改革を行なってきた。

図lは1998年9月H主点での欧州、|三井物産の組織I対を表わしたものである 欧州三井物産の統括

地域はアフリカを除くと、西欧は12ヶ国で14法人、 2支白、 6事務所・出張所、中欧は 3事務所、

東欧は3事務所となっている 欧州三井物産インターナショナルは持株会社で、英国、ドイツ、

フランスなど各法人の資本金の60%を出資し、残り40%を東京の本屈が出資している。これを近

く殴州三井物産インターナショナル100%出資として、さらに現地化を進める計画である戸しかし、

三井物産は各現地法人が決算の単位である「部民独立掠算制」を採っており、業績が良好なため、
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これ以上の組織上の大きな改J作は行なわないc

|ヌI1 欧州三井物産の組織l刈

欧州三井物産

[tfli 欧]

トイ lij;jjF_lI't腕インタ一山ル トイベ…ス附 →ワ)!.-シャワ事務所 | 

トイ 英1];1二JI物権 Lイ オランダ三Wt1i イ フヲハ事務所

寸 ダプリン支桁 → フランス三41榊 寸ブダペスト事務所 i 

→ ダービーlf'， 11~所 → イタリア三)1物滋
→ アバディーン削1iJi} → スペインゴ物経

」寸 スカ〉テ1ナビア斗|ヰW Lイパ山 {東 !"X]

H ノルウェ-':'.JI'腕 寸ポルトガル二井物政 l 
→プカレスト事務所

Lオフィン引引|仰E
イ ソフィア事務所

寸 ドイツ二月物産
L[ アテネ事務l'庁 イベオグラード事務所 | 

H ハンブルクポZJ，ij

ト斗 べ)~ 1)ン ll'，.Jl~rfr

卜→ ミュンヘンtH張所

オーストリアニJH初主

三井物産と対局をなすのが伊藤忠商事で、 f主12は1998年の伊藤忠、欧州会社の旧組織同を表わし

ている。伊藤忠欧州会社の統絹地域は、 8法人、 4支的、 12事務所であり、現在でも法人は存続

し、対外的には決算を出しそれに基づき納税をしている。しかし、 1993年4月から欧州域内商IV1

)JIJ *iiE制度を導入しており、社内的には商品ごとにディビジョン・カンパニーを置き、各商品ディ

ビジョンのグループ長が決算責任を負う組織に改められている。 l刈3は同社の新組織凶を示し、

同図から明らかなように、 7つのグループが存在し、各グループ長は、機械・宇宙情報、化学品、

事業・開発、管理部門の 4グループは英国、繊維はイタリア、金属はドイツ、生活産業はブリュ

ッセル支屈に所在する、

-110 



1997'1ーの英11、|における6大総介liHt-1の経済J丹動

伊藤忠欧州会社 (1fI組織)|父12

] 

1 

j)吋~l;ぷ時11;I~nl

fJ~IW!，と」位.JH;~十|

ノ、ンフ'JCグ_k/，li

込

]

]

1

ン

11'磁忠イタリア会社

!戸線!巴フランス:;:，?tl

1 

寸

l
」
寸
」

1
1」「
1
J
1
J
1」
寸
」
寸
l
」
寸
」
寸
l
」
寸
」
「
|

1I何事!J.l，スイス;~t. 1

7 
ストックプ埼ルム I~務所

リスポン事務j可

オスロ'1;('措"汀

バルセロナfdrij

] 

] 

1I川事Jιギリシア;t批

ブ!)I."'Iセル主計，

ワルシャワ 'l;i~1叶

フラノ、'Hf革Jifr'

プラチスラパ'h筋肉!

プカレスi事務所

ブダベスト事務所

ソフィア事拘所

アルジェ事務i'r

カサブフンカ事務所

チzニ7;');務所

伊藤忠欧州会社(新組織)iχ13 

繊維グループ

機械・宇宙情報グループ

生活政業グループ

管.flli郎!勺グループ

事業・11自発グループ

噌

Eム

ロー~;~!I 
三一

日ニω
」ィ-

i-

化学品グループ

fJt'f事芝、欧州会社

金総グループ



百11)古独立採算性の利点は、ローカルな市場を守備範I!tlとするため、 J出場の産業やニッチrli場の

開拓に有利なことである i ただ、各法人ごとにすべての部|勺に村民を置くため、人件費・管開コ

ストがかかることが不利な点である c 一方、ディビジョン・カンパニーの利点は欧州全体をある

商品部門にわたって責任を負うため、規模の経済が働き、また外法人ごとに人員を割り当てなく

ともよく、人材を効率よく迎IIJできることである。逆に、社員は汎!枚の各自の商品について主に

担当するため、地場やニッチrli場開拓にまで子が同らないという不利な点がある c 現在のところ、

売上高から見ると、欧州三井物産の吉|幻占独立採算性が成功をおさめていると言える。しかし、三

井物産の強みは組織上のものだけでなく、長年にわたりロンドンに出を構え商圏を閥抗iしてきた

という歴史も存在する この点に関しては、今後の研究課題としたL、。

その他の商社の組織的再編は、欧リH~体化運営、または伊藤忠商事の商品縦割り経営型を採る

方向で進んでいる。住友商事は、 1999年1月から欧州住友商事を「欧州住友商事ホールディング会

社」に、英国住友商事を「欧州住友商事」に改めた。新設の欧州住友商事は、英国住友商事の商

社機能を継続すると共に、凶;州各国の独立法人およびその支山を統轄する機能を併せ持つことに

なった。欧州住友商事は、 1996年に商品部門長を置き、欧州全域で金属、機械、化学品などをfU

1することになったが、伊藤忠l自j事や日商岩}j:のような決算責任はない uブレーンズj， No. 
1311. pp. 4-5)。

丸紅は1998年丸紅英Itlを丸紅欧州会社に改称し、欧州、|の7現地法人を解消し、丸紅l孜州会社の支

J;!jとし、欧リ+I~体化を阿っている。また、商品本部長制を導入し、欧州全体における商品ごとの

決算責任を本部長が負っている uブレーンス，".1， No. 1311， pp. 5-6)。
日商岩井も1999年4円から現地法人、支席、事務所と地域によるヨコ組織を、商品別のタテ組

織に編成変えをする計IfI!jで、ある。具体的には、機械、金属、生活産業の3部門からスタートし、決

算責任を負う商品部門ごとの組織にする。また、 2000年 1)jから欧州の各法人を廃止し、それら

をけ商岩井欧州会社の支同とし、欧州での経営の一体化を11指す方針である (rブレーンズ.1， No. 
1312， pp. 3-4)。

商社は、英国を欧州経済活動の拠点として位置付け、各欧州会社の本屈を設置している。欧州、|

の中でも英国会社の売上高は最多で、特に外国間取引や、シティや商品取引所における金融取引

が特徴的である。欧州単一市場の誕生やユーロの導入といった経済閣の再編に対応して、組織を

改革し、一体化する戦略を採る商社も多い。なお、本研究を遂行する過程で、英国ならびに欧州

全体における各商社の直接投資残高と売上高との聞に明確な-1'11関関係がみられないことが明らか

になった。その理由については今後の検討課題としたいっ
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The Economic Activities of Sogo Shoshαin the United 

Kingdom in 1997 
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Abstract 

Japanese direct foreign investment (DFll in various countries from the 1970s to 1991 is 

characterized as the third marked surge in DFI by Myers. Western Europe has steadily 

received about 20% of the overall Japanese DFI in the world since the late 1980s， and the 

United Kingdom has captured the lion's share of 30 to 409もoutof the Japanese DFI in 

Western Europe. 

The six largest Japanese sogo shoshα， the general trading companies， made investments of 

894 million pounds in the United Kingdom in 1997. Approximately 60% of their investments 

was directed to the commerce sector by establishing wholly-owned trading subsidiaries. AlI 

six companies have established their European sogo shosha with headquarters in London. AlI 

sogo shoshαconsider London a foothold in the European markets. 

It was common for the six sogo shoshαthat their largest annual sales in Western Europe in 

1997 came from sales in the UK. One of the characteristics of trade in the UK was that 

offshore trade and domestic trade largely contributed to the annual sales. Another 

characteristic was that the sales of copper and aluminum at the London Metal Exchange 

significantly contributed to the annual sales in the UK 

With the integration of European markets and the introduction of the common currency 

“Euro，" five sogo shoshαhave changed their organizational structure and functions of trading 

subsidiaries and branches in Europe. Mitsui & Co. Europe， whose annual sales were the 

largest among the six sogo shoshα， maintains the present organizational structure and 

functions. 
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